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令和 5 年度厚生労働省医療施設経営安定化推進事業  
「病院経営管理指標等調査」へのご協力のお願い  

 
 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
さて今般、厚生労働省医政局長より本会に対して、標記の調査につき周知方依頼

がございました。 
本調査研究事業は、「物価高騰等による病院経営への影響等に関する調査票（本

票）」と「病院経営管理指標調査票（財務票、概況票）」からなり、厚生労働省よ

り委託を受けた委託事業者（委託先：有限責任あずさ監査法人）が実施します。 
調査対象は、「物価高騰等による病院経営への影響等に関する調査票（本票）」

は、すべての病院、「病院経営管理指標調査票（財務票、概況票）」は、開設者が、

医療法人、都道府県、市町村、地方独立行政法人、健康保険組合及びその連合会、

共済組合及びその連合会、国民健康保険組合、JCHO（地域医療機能推進機構）、

日本赤十字社、済生会、北海道社会事業協会、厚生農業協同組合連合会である病院

となります。 
調査票は、以下のホームページにアクセスの上、委託事業者から別途各病院に郵

送されているパスワードにてログインし、Excel 形式の調査票をダウンロードして

回答をアップロードする方法でご提出ください。 
https://en.surece.co.jp/ks2023 
 
また、回答期限は、令和 5 年 12 月 22 日（金）とされています。 
ログイン方法等、本調査についてご不明な点がございましたら、以下の事務局ま

でご連絡ください。 
 
つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただきますとともに、

貴会管下の郡市区医師会並びに関係病院へのご周知方につき、ご高配を賜りますよ

うよろしくお願い申し上げます。 
 
 ＜本調査に関するお問い合わせ先＞ 
有限責任あずさ監査法人 病院経営管理指標等調査事務局 
フリーダイヤル：0120－955－647 

月曜日～金曜日（祝日は除く） 
(対応時間 10:00～12:00、13:00～17:00） 

E メ ー ル： ks2023@surece.co.jp 



 

医政発 1206 第４号 

令和５年 12 月６日 

 

 

公益社団法人 日本医師会会長 殿 

 

   厚生労働省医政局長 

  （ 公 印 省 略 ） 

 

 

令和５年度医療施設経営安定化推進事業 

アンケート調査へのご協力のお願い 

 

 

 厚生労働行政の推進につきましては、平素よりご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し

上げます。 

 さて、標記の調査研究については、開設主体の異なる各種の病院の会計情報等から、

経営管理に有用な指標を作成することにより、各病院がこれを利用して地域における自

院の位置付けや経営上の課題を確認し、病院経営の向上に役立てていただけることを目

的としております。 

  

令和５年度においては、病院経営管理指標調査のほか、物価高騰等による病院経営へ

の影響等に関する調査研究を行うこととしております。調査結果につきましては、各病

院が経営改善に向けての施策や計画を検討する上で、特に参考になると考えられる情報

（経営改善が進む病院において実施されている施策等）を整理し、令和６年３月もしく

は年度明け目途で公表予定です。 

 

つきましては、本調査に当たって可能な限り多くの病院に参加していただけるよう、

貴会から会員に対して周知のご協力をいただきたくお願い申し上げます。 

 

 

（添付資料） 

 ・令和５年度 厚生労働省 医療施設経営安定化推進事業について 

 ・「病院経営管理指標等調査」【調査票】 



令和５年度 厚生労働省医療施設経営安定化推進事業について 

１．概要 

本事業は、開設主体の異なる各種の病院の会計情報等から、経営管理に有用な

指標を作成することにより、各病院がこれを利用して地域における自院の位置

付けや経営上の課題を確認し、病院経営の向上に役立てていただけることを目

的としており、アンケート票は、「物価高騰等による病院経営への影響等に関す

る調査票（本票）」と「病院経営管理指標調査票（財務票、概況票）」で構成さ

れています。 

２．事業実施方法 

厚生労働省から委託を受けた事業者（令和５年度委託先：有限責任あずさ監査 

法人）が実施します。（調査の実施主体はあずさ監査法人であり、調査内容及び

調査手法についてはあずさ監査法人のノウハウを活用します。） 

３．調査対象 

○物価高騰等による病院経営への影響等に関する調査票（本票）

日本全国の約８,１００病院

○病院経営管理指標調査票（財務票、概況票）

以下の運営主体が開設している約７,０００病院

医療法人

【自治体】 

 都道府県、市町村、地方独立行政法人 

【旧社会保険関係団体】 

 健康保険組合及び連合会、共済組合及び連合会、国民健康保険組合、JCHO 

【その他公的医療機関】 

日本赤十字社、済生会、北海道社会事業協会、厚生農業協同組合連合会 

４．前回調査（2022年度実施）からの主な変更点 

○経営管理の実態に関する調査項目を削除し、物価高騰の影響等（今般の物価・

エネルギー価格等の高騰による病院経営への影響や、医療従事者の処遇改善の

取組状況等）に関する調査項目を設定（本票）

○診療報酬の算定状況についての調査項目を設定（概況票）
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